
 

評価決定書（案） 

 

日本道路公団等民営化関係法施行法（平成１６年法律第１０２号）第１５条第３項

の規定により、平成１７年１０月１日付けで、日本道路公団から東日本高速道路株式

会社に承継された資産の価額は、546,296,519,632 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添２の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添２－１のとおりであり、東日本高速道路

株式会社の開始貸借対照表は別添２－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、日本道路公団から中日本高速道路株式会社に承継された資産の価額は、

633,955,528,794 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添３の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添３－１のとおりであり、中日本高速道路

株式会社の開始貸借対照表は別添３－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、日本道路公団から西日本高速道路株式会社に承継された資産の価額は、

493,842,121,135 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添４の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添４－１のとおりであり、西日本高速道路

株式会社の開始貸借対照表は別添４－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、首都高速道路公団から首都高速道路株式会社に承継された資産の価額

は、336,343,003,151 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添５の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添５－１のとおりであり、首都高速道路株

式会社の開始貸借対照表は別添５－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、阪神高速道路公団から阪神高速道路株式会社に承継された資産の価額

は、144,397,167,605 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添６の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添６－１のとおりであり、阪神高速道路株

式会社の開始貸借対照表は別添６－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、本州四国連絡橋公団から本州四国連絡高速道路株式会社に承継された

資産の価額は、32,230,230,946 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添７の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添７－１のとおりであり、本州四国連絡高

資料６ 



 

速道路株式会社の開始貸借対照表は別添７－２の参考資料のとおりである。 

 

同様に、日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連

絡橋公団から独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構に承継された資産の

価額は、43,982,865,265,469 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添８の評価調書のとおり

決定したものである。なお、その内訳は、別添８－１のとおりであり、独立行政法人日

本高速道路保有・債務返済機構の開始貸借対照表は別添８－２の参考資料のとおり

である。 

 

同様に、日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連

絡橋公団から国及び出資地方公共団体に承継された株式の総数の価額は、

385,000,000,000 円とする。 

価額の決定については、別添１の評価要領に従って、別添９の評価調書のとおり

決定したものである。 

 

平成１８年３月１４日 

高速道路株式会社及び独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構 

資産評価委員 

 

西日本高速道路株式会社会長 石田 孝 印

   

   

国土交通省鉄道局長 梅田 春実  

 代理 大口 清一 印

 

 

  

東京大学大学院教授 小澤 一雅 印

   

   

日本公認会計士協会 

公会計委員会特殊法人・独立行政法人会計専門部会長 

 

梶川 融 

 

印

   

   

東京都都市整備局長 梶山 修  

 代理 山口 明 印

   

   



 

慶應義塾大学商学部教授 黒川 行治 印

   

   

中日本高速道路株式会社会長 近藤 剛 印

   

   

独立行政法人日本高速道路保有・債務返済機構理事長 勢山 直 印

   

   

阪神高速道路株式会社会長 田中 宰 印

   

   

国土交通省道路局長 谷口 博昭  

 代理 増田 優一 印

   

 

首都高速道路株式会社会長 長谷川 康司 印

   

   

兵庫県県土整備部長 原口 和夫  

 代理 西田 裕 印

   

   

財務省理財局次長 日野 康臣 印

   

   

本州四国連絡高速道路株式会社社長 堀切 民喜 印

   

   

大阪府土木部長 丸岡 耕平  

 代理 西川 俊一郎 印

   

   

東日本高速道路株式会社会長 八木 重二郎 印

   

   

日本不動産鑑定協会会長 横須賀 博 印
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評価要領（案） 

 

日本道路公団等民営化関係法施行法（平成１６年法律第１０２号）第１５条第１項

及び第２項により、東日本高速道路株式会社、首都高速道路株式会社、中日本高速

道路株式会社、西日本高速道路株式会社、阪神高速道路株式会社、本州四国連絡

高速道路株式会社（以下「会社」という。）及び独立行政法人日本高速道路保有・債

務返済機構（以下「機構」という。）並びに国及び出資地方公共団体に承継される資

産の評価は、以下により実施するものとする。 

 

（１）道路資産 

（ⅰ）償却資産 

・ 再調達原価方式で評価する。 

・ 日本道路公団は標準的単金方式。なお、平成１２年度または平成１３年度に供

用した償却資産の一部、平成１４年度以降に供用した償却資産、及び、東京湾横断

道路株式会社から買取った償却資産については、デフレーター調整方式。 

・ 首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連絡橋公団はデフレータ

ー調整方式。なお、首都高速道路公団及び阪神高速道路公団の平成１５年度以前

に供用した道路付属物等の償却資産の一部については、標準的単金方式。 

・ 補償費、付替道水路の構築物の建設に要した費用、関連街路分担金、埋蔵文

化財発掘調査費及びその他の間接費は原価に算入する。 

・ 建設中の金利は原価に算入する。ただし、高速自動車国道に関するものは除

く。 

・ 耐用年数は物理的寿命を基本とする（税法の耐用年数以外のものとして、土工

７０年、遮音壁１８年、本州四国連絡橋公団の長大橋１００年。）。 

・ 残存価額は１０％として減価償却計算を行なう。ただし、本州四国連絡橋公団の

長大橋の残存価額についてはゼロとする。 

・ （３）その他の固定資産の（ⅰ）、（ⅱ）、（ⅲ）、（ⅵ）及び（ⅶ）のうち、機構に承継さ

れる資産については、道路資産に含めるものとし、（３）その他の固定資産と同じ方

法で評価する。 

（ⅱ）非償却資産 

・ 再調達原価方式で評価する。再調達原価のうち、土地の標準価格については民

間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価に準じた方法で評価する。再調達原価は、こ

の標準価格に地積を乗じた素地価格に、補償費及びその他の間接費を加えたもの

とする。 

・ 地上権及び区分地上権の権利割合は民間精通者（不動産鑑定士）が求めた率

とする。 

別添１ 
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・ 財産整理未了地の付替道水路の寄付予定分は、備忘価格で評価し、交換予定

分は受け地予定地の評価額で評価する。 

・ （３）その他の固定資産の（ⅰ）、（ⅱ）、（ⅲ）、（ⅵ）及び（ⅶ）のうち、機構に承継さ

れる資産については、道路資産に含めるものとし、（３）その他の固定資産と同じ方

法で評価する。 

（ⅲ）建設仮勘定（または仕掛道路資産）のうち、償却資産 

再調達原価方式で評価する。再調達原価方式は、日本道路公団は取得原価方式。

首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連絡橋公団はデフレーター

調整方式。間接費及び建設中の金利の範囲は（ⅰ）償却資産と同じ。 

（ⅳ）建設仮勘定（または仕掛道路資産）のうち、非償却資産 

原則として（ⅱ）非償却資産と同様に再調達原価方式で評価する。ただし、取得

した土地が飛び地で存在する等、鑑定評価に準じて行う費用が成果に比べて膨

大となる場合には、その方法に代えて、取得原価をデフレーターにより調整す

ることも認める。 
 

（２）鉄道施設 

（ⅰ）償却資産 

減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅱ）非償却資産 

・ 再調達原価方式で評価する。再調達原価のうち、土地の標準価格については民

間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価に準じた方法で評価する。再調達原価は、こ

の標準価格に地積を乗じた素地価格に、補償費及びその他の間接費を加えたもの

とする。 

・ 地上権及び区分地上権の権利割合は民間精通者（不動産鑑定士）が求めた率

とする。 

（ⅲ）建設仮勘定のうち、償却資産 

簿価で評価する。 

 

（３）その他の固定資産 

（ⅰ）料金徴収施設及び料金所建物 

・ 民間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価手法のうち原価法を準用して評価する。 

・ 附属建物等で重要性の低い建物、構築物は減価償却後の簿価で評価することも

認める。また、日本道路公団の一部建物、構築物については、原価法に代え標準的

単金方式で評価する。但し、平成１４年度以降に取得した資産については、デフレー

ター調整方式で評価することとし、以下、標準的単金方式で評価する資産に関して

は同様｡ 

・ 機械装置は、原則として減価償却後の簿価で評価する。日本道路公団の一部機
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械装置については、標準的単金方式で評価する。 

（ⅱ）管理事務所 

・ 道路区域内に存する場合には、民間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価手法の

うち原価法を準用して評価する。道路区域外に存する場合には、民間精通者（不動

産鑑定士）が土地・建物一体として鑑定評価もしくは鑑定評価に準じた方法によって

評価する。 

・ 附属建物等で重要性の低い建物、構築物は減価償却後の簿価で評価することも

認める。また、日本道路公団の一部建物、構築物については、原価法に代え標準的

単金方式で評価する。 

・ 機械装置は、減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅲ）道路休憩施設（ＳＡ／ＰＡ） 

① 第三者営業型及び直接営業型の施設 

・ 民間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価手法のうち「収益還元法による収

益価格」を標準として、「原価法による積算価格」を比較考量して土地・建物一

体として評価し、そこから土地と建物の積算価格の査定に当たって個別に求

めた土地価格と建物価格の価格比をもって全体評価額を按分する。なお、大

規模な園地を含む場合や交通量が著しく少ない場合などで収益価格が積算

価格を大きく下回る場合には、積算価格を標準として、収益価格は参考に留

める。 

② 無人型の施設 

・ 民間精通者（不動産鑑定士）が取引事例比較法による比準価格によって土

地価格を求める。 

③ 道路区域内の施設の土地については、道路資産の非償却資産と同様の考え

方により評価する。また、営業型の建物については、道路区域内の管理事務

所と同様の考え方により評価する。 

（ⅳ）トラックターミナル 

・ トラックターミナルの土地は、民間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価もしくは鑑

定評価に準じた方法で評価する。 

・ 附属建物等で重要性の低い建物、構築物は減価償却後の簿価で評価すること

も認める。 

（ⅴ）有料駐車場 

・ 再調達原価方式のうちデフレーター調整方式で評価する。 

・ 附属建物等で重要性の低い建物、構築物は減価償却後の簿価で評価すること

も認める。 

・ 機械装置は、減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅵ）支社等の庁舎、工事事務所、研究所、研修所、職員宿舎、保養所等（宿舎跡地、

代替地、道路残地等を含む） 
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① 支社等の庁舎、工事事務所、研究所、研修所、職員宿舎、保養所等 

・ 民間精通者（不動産鑑定士）が土地・建物一体として鑑定評価もしくは鑑定評

価に準じた方法で評価する。 

・ 附属建物等で重要性が低い建物、構築物は減価償却後の簿価で評価するこ

とも認める。日本道路公団の一部建物、構築物については、標準的単金方式で

評価する。 

・ 機械装置は、減価償却後の簿価で評価する。 

②宿舎跡地、代替地、道路残地等は、民間精通者（不動産鑑定士）が鑑定評価もし

くは鑑定評価に準じた方法で評価する。 

（ⅶ）建設仮勘定 

・ 償却資産については、簿価で評価する。 
・ 道路休憩施設（ＳＡ／ＰＡ）の土地については、（１）道路資産（ⅳ）建設仮勘定（ま

たは仕掛道路資産）のうち、非償却資産と同じ方法で評価する。 

（ⅷ）管理用車両 

減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅸ）工具器具備品 

減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅹ）関係会社株式 

東京湾横断道路株式会社株式については、収益還元法により評価する。トラックタ

ーミナル会社株式については、簿価で評価する。 

（ⅹⅰ）知的財産権 

①ソフトウェアは、利用価値のあるものは減価償却後の簿価で、利用価値のないも

のは備忘価額（又は０円）で評価する。 

②特許権は申請手数料相当を取得原価とした減価償却後の簿価で評価する。 

（ⅹⅱ）日本道路公団、首都高速道路公団、阪神高速道路公団及び本州四国連絡橋

公団が引き受けた会社の株式 

株式の発行価額で評価する。 

 

（４）その他の資産 

①電話加入権は相続税評価額で評価する。 

②満期保有目的債券については償却原価法により評価する。 

③原材料、貯蔵品、受託業務前払金、仮払金、前払費用、未収収益、未収入金、貸

付金、社会資本整備事業開発者負担割賦元金、敷金、繰延資産等の上記に含ま

れない資産は簿価で評価する。なお、適正な回収不能見込額を算定し貸倒引当金

を計上する〔企業会計原則注解１８、独立行政法人会計基準第２９〕。 
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（注） 

・再 調 達 原 価 方 式 ： 再調達原価方式とは、資産を新たに取得する場合の

金額を算出し、資産の種類毎の耐用年数と経過年数に

応じて、減価償却した後の未償却残高相当額を時価と

して推定計算する方法。 
 

・標 準 的 単 金 方 式 ： 標準的単金方式は、道路資産の細目を構成する要素

ごとに、近年（１～３年、最長５年間）の工事の実績につ

いて調査・集計を行って標準的単金を設定し、各々の棚

卸数量を乗じて計算した数値を合計して資産価額を算定

する方法。 

 

・デフレーター調整方式： デフレーター調整方式は、取得原価に経済指標の経

年変化を表わす経済デフレーター（国土交通省所管のデ

フレーター、人事院勧告の給与改定率、国民経済計算Ｇ

ＤＰデフレーター、建設中の金利は最近の金利水準の反

映等）を乗じて、最近の資産価額（評価時点の価値に置

き換えるといくらになるか）として算定する方法。 

 

・取 得 原 価 方 式 ： 取得原価をもって、時価とする方法。簿価と同じ。 

 

・簿 価 ： 簿価とは、一般に公正妥当と認められた企業会計上

の諸基準による簿価評価をいう。 

 

・鑑定評価に準じた方法： 道路資産・鉄道施設の非償却資産（建設仮勘定を含

む。）については、個別の筆の確定、確認を省略している

場合があるため、また、その他の固定資産については、

鑑定評価と同一手順を踏んでいるが、報告書の内容を

簡素化してる場合等があるため、正式な鑑定評価書で

はなく、調査報告書によっている方法。あるいは、鑑定評

価書又は調査報告書の時点修正率意見書による方法。

 

・附属建物等で重要性が

低い建物、構築物： 

賃借建物の間仕切り、車庫・倉庫・機械室等で期末の

簿価が５０００万円以下のもの、ゴミ処理施設、緑化資材

プラント等。 

 

 


